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（１） 省エネ法改正に伴う対応について

資料４



改正省エネ法の動向①

■2022年度第１回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 工場等判断基準ワーキンググループ
（2022/6/8） 資料より抜粋

（１） 省エネ法改正に伴う対応について
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改正省エネ法の動向②
■2022年度第１回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 工場等判断基準ワーキンググループ

（2022/6/8） 資料より抜粋

（１） 省エネ法改正に伴う対応について
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改正省エネ法の動向③
■2022年度第１回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 工場等判断基準ワーキンググループ

（2022/6/8） 資料より抜粋

（１） 省エネ法改正に伴う対応について
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■2022年度第１回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 工場等判断基準ワーキンググループ
（2022/6/8） 資料より抜粋

（１） 省エネ法改正に伴う対応について
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改正省エネ法の動向④



〇 全電源平均の一次エネルギー換算係数は、直近３年間の全電源平均の平均値として、8.64MJ/KWhの値が示さ
れている。（現行は、火力平均係数の9.76MJ/KWh ）

○ 見直し周期は、エネルギーミックスの進捗を踏まえて適切に対応することとされている。

■ 2022年度第１回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会
工場等判断基準ワーキンググループ（2022/6/8） 資料より抜粋
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改正省エネ法の動向⑤
（１） 省エネ法改正に伴う対応について



○ エネルギー消費原単位については、事業者の取組の連続性を確保するため、 ２０２４年度報告（２０２３年度実
績）は改正前省エネ法の換算係数に基づく指標で算出。(改正後省エネ法の換算係数にも基づく指標を併記。）２０
２５年度報告（２０２４年度実績）以降は、改正後省エネ法の換算係数に基づき算出。

○ ベンチマーク制度や機器トップランナー制度では、算定方法の見直しにより、目標値に影響を与えることから、当
面は現行の算定方法及び目標値を維持し、目標値を見直す際に評価を見直す方針が示されている。

■2022年度第１回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 工場等判断基準ワーキンググループ
（2022/6/8） 資料より抜粋
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改正省エネ法の動向⑥
（１） 省エネ法改正に伴う対応について



〇 自家発太陽光発電電気は、電気そのもののエネルギー量（3.6MJ/KWh）で換算する方針が示されている。（現行
は算定対象外。）

■ 2022年度第１回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会
工場等判断基準ワーキンググループ（2022/6/8） 資料より抜粋
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改正省エネ法の動向⑦
（１） 省エネ法改正に伴う対応について



■2022年度第2回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 工場等判断基準ワーキンググループ
（2022/10/18） 資料より抜粋
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改正省エネ法の動向⑧
（１） 省エネ法改正に伴う対応について



省エネ基準の概要

【建築物】

太陽光発電

断熱窓サッシ・ガラス

高効率空調設備

ＬＥＤ照明

【住宅】

太陽光発電

日差しを遮る庇

断熱材

ペアガラス
二重サッシひさし

高効率給湯（エコキュート等）

一次エネルギー消費量が基準値以下となること。

※「一次エネルギー消費量」

＝ 空調エネルギー消費量 ＋ 換気エネルギー消費量

＋ 照明エネルギー消費量 ＋ 給湯エネルギー消費量

＋ 昇降機エネルギー消費量 （非住宅用途のみ）

＋ その他エネルギー消費量 （OA機器等）

－ 太陽光発電設備等による創エネ量（自家消費分に限る）

外皮（外壁、窓等）の表面積あたりの熱の損失量（外

皮平均熱貫流率等）が基準値以下となること。

※「外皮平均熱貫流率」

＝外皮総熱損失量／外皮総面積

○ 省エネ基準とは、建築物が備えるべき省エネ性能の確保のために必要な建築物の構造及び設備に関する基準
であり、一次エネルギー消費量基準と外皮基準からなる。

一次エネルギー消費量基準 （住宅・建築物ともに適用） 外皮基準 （住宅のみに適用）

省エネ性能向上のための取組例

＜外皮を通した熱損失のイメージ＞

屋根

外壁・窓床

（１） 省エネ法改正に伴う対応について

9



設計仕様
（省エネ手法（省エネ建材・設備等の採用）を考慮したエネルギー消費量）

基準仕様
（標準的な仕様を採用した場合のエネルギー消費量）

共通条件（地域区分、室の構成・用途、各室の床面積、階高等）

空調／暖冷房エネルギー消費量
＋

＋
換気エネルギー消費量

照明エネルギー消費量
＋

給湯エネルギー消費量
＋

昇降機エネルギー消費量
※非住宅のみ
＋

事務機器等、家電等エネルギー消費量

空調／暖冷房エネルギー消費量
＋

＋
換気エネルギー消費量

照明エネルギー消費量
＋

給湯エネルギー消費量
＋

昇降機エネルギー消費量
※非住宅のみ
＋

事務機器等、家電等エネルギー消費量
※省エネ手法は考慮しない（基準仕様と同一とする）

エネルギー利用効率化設備
によるエネルギー削減量

－

＝
設計一次エネルギー消費量

＝

基準一次エネルギー消費量 ≧

設
備
効
率
の
向
上

• 外皮の断熱化
• 日射の遮蔽、取得
• ダブルスキンの採用
• 熱交換換気の採用 等

• 調光・照明制御
• 昼光利用 等

• 節湯型器具の採用
• 太陽熱温水器の設置
• 浴槽の断熱化 等

設計一次エネルギー消費量※

基準一次エネルギー消費量※BEI ＝
◎一次エネルギー消費性能：BEI

※事務機器等、家電等エネルギー消費量（通称：「その他一次エネルギー消費量」 ）は除く

＜省エネ手法の例＞

省エネ基準 ： BEI ≦ 1.0

誘導基準 ： BEI ≦ 0.6（事務所等、学校等、工場等）
0.7（ホテル等、病院等、百貨店等、飲食店等、集会所等）
0.8（住宅）

（適合義務、届出義務、説明義務等で適用）

（性能向上計画認定で適用）

• 太陽光発電設備の設置（省エネ基準に限る）
• コジェネレーション設備の設置 等

一次エネルギー消費性能の概要
（１） 省エネ法改正に伴う対応について
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化石燃料

〇 省エネ計算では、建築設備で消費するエネルギー量（電気・熱）を熱量（MJ）に換算して算出するが、電気は、消
費した電気（二次エネルギー）そのものの熱量ではなく、一次エネルギー（発電・送電ロスも考慮し、当該電気を作
るために発電所において投入されたエネルギー）に換算した熱量により算出。（この際に用いる係数が電気の一次
エネルギー換算係数） ※当該換算係数は、省エネ法と整合的に国交大臣告示で規定

〇 省エネ法は、改正により「エネルギー」の定義が拡大され、「非化石エネルギーを含むすべてのエネルギー」の使
用の合理化を求める枠組みに見直されるとともに、電気の一次エネルギー換算係数についても、火力平均係数
（9.76MJ/kWh）から全電源平均係数（8.64MJ/kWh）に見直される方針。
※建築物省エネ法の「エネルギー」の定義は省エネ法の定義を引用。

住宅

熱(MJ) 

電気(kWh)

給湯設備

空調設備

照明設備

換気設備

熱(MJ)

電気(kWh)

給湯設備（ガス給湯の場合）

給湯負荷

空調負荷

照明負荷

換気負荷

化石燃料

機器効率 = 
単位電気（又は熱）エネルギー当たりの負荷処理能力

非化石燃料

系統電気(kWh)

熱(MJ) 

電気(kWh) 電気(kWh)

光 等

天然ガス 等

天然ガス、石油 等 ウラン燃料 等

火力発電

発電効率:100％
（太陽光）

電気の熱量は1kWh = 3.6MJ

換算係数(火力平均)： 9.76MJ/kWh

二次エネルギー

一次エネルギー

太陽光 等

原子力発電 等 太陽光発電 等

消費した電気そのもの（二次エネルギー）の熱量（3.6MJ/kWh）ではなく、
一次エネルギーに換算した熱量（現在は9.76MJ/kWh）で換算

換算係数（全電源平均）：8.64MJ/kWh

■省エネ計算の方法

■電気の一次エネルギー換算係数のイメージ

一次エネルギー消費量（MJ） ＝ 設備（空調、照明、換気）で消費した電気（kWh） 設備（給湯）で消費した熱（MJ）＋

送電ロス
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電気の一次エネルギー換算係数について
（１） 省エネ法改正に伴う対応について



空調設備

照明設備

換気設備

熱(MJ)

電気(kWh)

給湯負荷

空調負荷

照明負荷

換気負荷

化石燃料天然ガス 等

系統電気(kWh)

給湯設備

自家消費

給湯設備（ガス給湯の場合）

③

■省エネ計算の方法（太陽光発電設備なし）

給湯設備で消費した熱（MJ）

一次エネルギー消費量（MJ） ＝ 空調設備、照明設備、換気設備で消費した電気（kWh） 給湯設備で消費した熱（MJ）＋

一次エネルギー消費量（MJ） ＝

■省エネ計算の方法（太陽光発電設備あり）

＋

－
太陽光発電設備で発電した

自家消費分電気（ｋWh）

空調設備、照明設備、換気設備で消費した電気（kWh）

②①

③

①で消費した電気のうち、③由来ものを差
し引く観点から9.76MJ/kWhで換算

※一次エネルギーに換算した熱量（現在は9.76MJ/kWh）で換算

※一次エネルギーに換算した熱量（現在は9.76MJ/kWh）で換算

住宅

電気(kWh)

売電

①

②
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自家発太陽光の取扱いについて
（１） 省エネ法改正に伴う対応について



基準一次エネルギー消費量

（６地域の例）
設計一次エネルギー消費量① 設計一次エネルギー消費量② 設計一次エネルギー消費量③

空調
エアコン【電気】 エアコン【電気】 エアコン【電気】 床暖房【ガス】

照明
白熱灯【電気】 白熱灯等【電気】 白熱灯等【電気】 白熱灯等【電気】

換気
第３種換気 【電気】 第３種換気 【電気】 第３種換気 【電気】 第３種換気 【電気】

給湯
ガス給湯器 【ガス】 ガス給湯器 【ガス】 電気HP給湯器【電気】 ガス給湯器 【ガス】

評価
（BEI＝

設計／基準）

－ 変わらない
基準と比較して、給湯分のエネル

ギー消費が小さくため

良くなる

基準と比較して、空調分のエネルギー
消費が変わらないため

悪くなる

太陽光
（創エネ）

－
差し引く創エネ量が

小さくなる※
差し引く創エネ量が

小さくなる※
差し引く創エネ量が

小さくなる※

＜換算係数を見直した場合の影響＞ ：一次エネルギー消費量は変わらない ：一次エネルギー消費量が小さくなる
（見直し後係数8.64 /見直し前係数9.76 = 0.89倍）

モデルケースでは

0.04程度
モデルケースでは

0.02程度

※現行は、太陽光発電による創エネ分は、エネルギー消費としてカウントしないこととして、創エネ量に9.76MJ/kWhを乗じて差し引いている。
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電気の一次エネルギー換算係数の見直した場合の影響（住宅の場合）
（１） 省エネ法改正に伴う対応について



電気の一次エネルギー換算係数の見直した場合の影響（非住宅の場合）

基準
（事務所・病院・学校の例）

設計① 設計② 設計③

空調
空冷HP【電気】 パッケージエアコン【電気】 パッケージエアコン【電気】 ガスHP【ガス】

換気
送風ファン【電気】 送風ファン【電気】 送風ファン【電気】 送風ファン【電気】

照明
Hf蛍光灯【電気】 LED【電気】 LED【電気】 LED【電気】

給湯
ボイラ【ガス等】 ボイラ【ガス等】 電気HP【電気】 ボイラ【ガス等】

昇降機
VVVF方式【電気】 VVVF方式【電気】 VVVF方式【電気】 VVVF方式【電気】

評価
（BEI＝

設計／基準）

－ 変わらない
基準と比較して、給湯分のエネルギー

消費が小さくなるため

良くなる

基準と比較して、空調分のエネ
ルギー消費が変わらないため

悪くなる

太陽光
（創エネ）

－
差し引く創エネ量が

小さくなる※
差し引く創エネ量が

小さくなる※
差し引く創エネ量が

小さくなる※

＜換算係数を見直した場合の影響＞ ：一次エネルギー消費量は変わらない ：一次エネルギー消費量が小さくなる
（見直し後係数8.64 /見直し前係数9.76 = 0.89倍）

モデルケース（病院の例）では

0.02程度
モデルケース（学校の例）では

0.05程度

※現行は、太陽光発電による創エネ分は、エネルギー消費としてカウントしないこととして、創エネ量に9.76MJ/kWhを乗じて差し引いている。

（１） 省エネ法改正に伴う対応について
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＜建築物省エネ法における電気の一次エネルギー換算係数等の取扱い＞

○ 電気の一次エネルギー換算係数の取扱いについては、省エネ法と整合的に対応することが基本。

○ 前年比で改善を求める省エネ法と異なり、換算係数の見直しにより規制値自体に影響が生じる。

○ 2025年４月に控えた省エネ基準への適合の全面義務化は、現行の省エネ基準での対応を求めてきたこと、中小
事業者を含め幅広い関係者の混乱を招かないよう対応することが最優先で求められていること、から現行の換算
係数により、全面義務化を施行する方針。

○ 自家発太陽光については、自家消費分を差し引く現行の取扱いを維持。
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建築物省エネ法における対応
（１） 省エネ法改正に伴う対応について


